
 

 

屋外広告業者に対する行政処分等に係る取扱要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、千葉県屋外広告物条例（昭和４４年千葉県条例第５号。以下、「条例」 

という。）第１７条の１５の規定による登録の取消し、又は６月以内の期間を定めてその営業の

全部若しくは一部の停止の命令（以下「処分」という。）をするために必要とされる基準及び手

続を定めることによって、処分の公正の確保と透明性の向上を図り、もって条例の適正な執行

に資することを目的とする。 

  

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 法 屋外広告物法（昭和２４年法律第１８９号）をいう。 

（２） 屋外広告業者 条例第１７条の２の規定による登録を受けた者をいう。 

（３） 当事者 処分の対象となる者をいう。 

（４） 登録の取消し 条例第１７条の１５第１項に規定する屋外広告業の登録を取り消すことを

いう。 

（５） 営業停止 条例第１７条の１５第１項に規定する屋外広告業者に対して期間を定めてその

営業の全部又は一部を停止することをいう。 

（６） 処分 前二号に規定する行政処分をいう。 

 

（処分等の基準） 

第３条 処分の基準は、別表第１のとおりとする。 

２ 複数の処分事由に対する営業停止期間は、前項の規定に定めた各処分事由に対する営業停止期

間を合計して得た日数とするものとする。 

３ 当事者が別表第２の左欄に掲げる加重事由に該当するときは、同表の右欄に掲げる日数を営業

停止期間に加算できるものとする。 

４ 当事者が別表第３の左欄に掲げる軽減事由に該当するときは、同表の右欄に掲げる日数を営業

停止期間から軽減できるものとする。 

５ 第１項の処分以前に締結した請負契約及びこれに類する契約の締結に係る工事については、引

き続き施工できるものとする。  

 



 

 

（処分の手続） 

第４条 処分に係る手続は、千葉県行政手続条例（平成７年千葉県条例第４８号）及び千葉県聴聞

及び弁明の機会の付与に関する規則（平成６年千葉県規則第５４号）による。 

 

（処分の通知） 

第５条 知事は、処分を行うことを決定したときは、当事者に対し処分の内容、根拠となる条項及

び処分を行う理由等を明記した通知書を送付する。 

 

（他の地方公共団体等への通知） 

第６条 知事は、処分年月日、処分内容、処分を受けた屋外広告業者の氏名又は名称、主たる営業

所の所在地及び登録番号、法人にあっては、その代表者の氏名を次に掲げる者に通知する。 

（１） 国土交通省 

（２） 関東甲信越屋外広告物協議会会員都県市 

（３） 千葉県内の市町村 

（４） その他知事が必要と判断した地方公共団体等 

 

（公表） 

第７条 知事は、前条の通知内容について千葉県ホームページで公表する。 

 

附則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別表第１（第３条第１項） 

処分事由（当事者が次のいずれかに該当する場合） 処分内容 

１ 次に掲げる登録拒否の事由に該当することとなった者 

（１）不正の手段により条例第１７条の２第１項又は第３項の登録を受

けた者 

（２）条例第１７条の５第１項第２号又は第４号から第７号までのいず

れかに該当することとなった者 

２ 条例第１７条の１５第１項の規定による営業の停止の命令に違反し

た者 

３ 条例第１４条第１項及び第２項の規定による命令に違反した者 

登録の取消し 

４ 条例第３条第１号から第３号まで、第４条から第６条の２までの規

定に違反する広告物等を表示し、若しくは設置した者 

５ 条例第１０条第１項の規定に違反して広告物等を変更し、又は改造

した者 

６ 条例第１０条の２第３項の規定に違反して広告物等を変更し、又は

改造した者 

７ 条例第１３条第１項の規定に違反した者 

営業停止 

９０日 

８ 条例第１５条第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告

をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者 

９ 条例第１７条の６第１項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出

をした者 

１０ 条例第１７条の１７第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽

の報告をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避

し、若しくは同項の規定による質問に対して答弁をせず、若しくは虚

偽の答弁をした者 

営業停止 

６０日 

１１ 条例第１１条の規定による表示を怠った者 

１２ 条例第１３条第２項の規定による届出を怠った者    

１３ 条例第１７条の規定による届出を怠った者 

１４ 条例第１７条の８第１項の規定による届出を怠った者 

営業停止 

７日 



 

 

１５ 条例第１７条の１２の規定による標識を掲げない者 

１６ 条例第１７条の１３の規定に違反して帳簿を備えず、帳簿に記載せ

ず、若しくは虚偽の記載をし、又は帳簿を保存しなかった者 

１７ 法に基づく条例又はこれに基づく処分に違反した場合であって、上

記のいずれかの違反内容に相当する者 

各事由の処分 

に従う 

 

別表第２（第３条第３項） 

加重事由 加重日数 

１ 過去５年間に処分歴がある場合 

２ 複数の違反広告物を掲出している場合 
３０日 

 

別表第３（第３条第４項） 

軽減事由 軽減日数 

当事者自らの責めに帰すことができない等やむを得ない事情がある場合 ９０日以内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


